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自然災害リスク編

	 第 2 節	 防災士制度について

　近年、我国は大地震が各地で発生し、また台風や集中豪雨に襲われた。
その惨禍によって国民の生命財産は大きく損なわれた。今後に発生が予想
される巨大災害に対して、私たちはどう備えるべきかということが、今や、
国民的規模で取り組むべき課題となっている。
　防災士制度とは「自分の身は自分で守る」ことを第一義に、自分の身を
守れてこそ「家族を守る」ことができる。そして近隣の人たちと手を携え、
地域での実効的な災害対応が可能となることをめざしているものである。
　阪神・淡路大震災における経験に照らしても巨大災害による被害は行政
の初期対応能力をはるかに超えるものであり、被災直後には隣人が助け
合ってお互いの生命を守っていくことが重要である。また、事前の対策を
講ずることによって被害をより小さくすることも重要なことである。
　このように災害から国民の生命と財産を守るためには「事前対策」と「応
急対応・被害の拡大防止」の両面にわたり全国民的な備えが必要であり、
そのために創設されたのが防災士制度である。

１　防災士とは

　防災士とは「自助」「互助」「協働」を原則として社会の様々な場で減災
と社会の防災力向上のための活動が期待され、かつ、そのために充分な意
識・知識・技能を有する者として、ＮＰＯ法人日本防災士機構が認定した
人をいう。
　大規模な災害が発生した場合、その災害が大きければ大きいほど公的な
救援（行政・消防・警察・自衛隊等）が及ぶまでに時間がかかることは阪
神・淡路大震災の例を見れば明らかである。したがって、平時からそれぞ
れの家庭や地域社会・企業・団体に防災に対する一定の知識をもった「防
災士」が配置され、防災意識の啓発に当たるほか、大災害に備えた“自助”“互
助”による活動等の訓練に取り組んでいれば、消火、救助の空白期間の短
縮ができ、有効、適切な防災体制を築くことができる。　
　また、災害が発生した際も、防災士はそれぞれ所属する団体・企業や地
域などの要請により、避難誘導や救助、避難所の世話などにあたり、公的
な組織やボランティアと“協働”して活動することが求められている。
　防災については、これまで災害が発生してからの事後対策に重点がおか
れていましたたが、近年、事前対策、予防対策の重要性が強調されるよう
になっている。
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（１）自助
　災害時には社会全体が被害を受けている可能性が高く、とりわけ災害
発生直後では公的な救援・支援を受けることが極めて困難という事態が
十分に予想される。したがって、災害発生直後には自らの力によって被
害最小化に向けた適切な行動をとらなければならない。また、災害発生
直後、他からの支援なしに自らが壊滅的状態にならないように、普段か
ら準備、・用意しておくことも必要である。自助とは、それらに対する
備えを行うとともに災害発生時において自らを守るために行う適切な行
動を実践することである。

（２）互助
　災害時、公的救援が十分でないときであっても、同じ現場にいる近隣
地域の人々の救援は大いに期待できる。もちろん、それぞれが自らの安
全を確保した上でそれらの支援は可能になるものだが、その力は、被災
直後の近隣住民の救出・支援、とりわけ要援護者のケア等においては大
きな力となり得る。

（３）協働
　社会の様々な防災力を結集して人々の救済に当たったり、社会基盤の
確保のために活動することをいう。社会の総合力によって減災・復旧を
行うことである。

防災３原則と防災士
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